
１ 課の運営方針

令和元年度 課の運営方針書
経済産業部　農林課

【課の使命】（課が果たす役割）
産業として魅力ある農林業を構築し、次代を担う多様な後継者を育成・確保します。
市民への安定した生鮮食料品の提供と生産者の販売ルートを確保します。
森林環境譲与税を活用し、林業の成長産業化と森林資源の適切な管理を推進します。

【課の目標】（令和元年度の課の目標を記載し、重点的に取り組む事項とその概要について優先順に5つ程度明記）
●新規就農者等、農業の多様な担い手を確保します。
●森林資源をエネルギーとして有効活用する取組を推進します。
●6次産業化・地産地消を推進します。
●わさびの産地化による地域ブランドを確立します。
●生産基盤の整備を推進します。
●鳥獣被害防止対策を推進します。
●青果市場の活性化を図ります。
①地域農業の担い手確保
「技術研修」、「農地の確保」、「機械・施設整備」をパッケージで支援することで、”農業”の次の世代を担う人材を確保、育成を推進し、
　あわせて、集落営農法人の設立をはじめ、企業の農業参入への支援等により、多様な担い手の参画・確保に努めます。
②豊富な森林資源を活用した木質バイオマス材生産体制のモデル事業を実施し、林業経済の好循環と市内産木材の地産地消を推進します。
③6次産業化の推進により、若者や女性が活躍できる場の創出を図ります。
　また、消費者が求める農産物の安定供給や地場産品を使った商品開発を進め、道の駅「ソレーネ周南」などの直売所や青果市場への出荷による地産地消を推進します。
④バイオテクノロジーによる優良苗の安定的出荷と、新規就農者による栽培拡大を図り地域ブランドの確立を目指します。
⑤良好な営農条件を備えた農地や水路等農業用施設を確保するため、ほ場整備など生産基盤の整備と保全管理に努めます。
⑥関係機関と連携強化を図りながら、地域の実状に即した鳥獣被害対策の取組を総合的かつ効果的に推進します。
⑦朝市を開催し一般市民への市場開放や共同仕入れ等により取扱高の増加と市場の活性化を図ります。

【働き方改革による業務改善等の取組み】
○週1日は定時退庁日を設け、心身をリフレッシュし、新たな業務の糧とします。
○担当周辺領域も含めた業務課題・専門性の共有を図り、様々な意見交換、アイデア・工夫を産み出すことのできる風土を醸成し、業務の効率化を図ります。
○担当内業務の業務計画、進捗状況を共有することで「業務の見える化」を促進し、何をどのように変えて良くしていくのかを明確にします。



経済産業部　農林課

２ 担当（係）の使命（果たす役割）

３ 課の経営資源

（１） 課の体制

人 うち 人 ・ 人 千円 千円

（２） 事業規模 ※H29職員平均給与（ 千円）ベース ※予算計上額

千円 千円 （正職員人件費を除く） 事業

４ 課の中期目標 （優先順）　第２次周南市まちづくり総合計画・前期基本計画に掲げられた基本施策を実現するための推進施策

2
7　産業・観光
2　林業の振興
（1）林業生産基盤の整備

3
7　産業・観光
4　地域ブランドの推進
（2）地域産品のブランド化

56

目標 推進施策 実現したい成果　（最終目標）

1
7　産業・観光
1　農業の振興
（1）新規就農者等の担い手の確保

国・県の事業を活用しながら、就農意欲のある人たちの移住・定住を推進し、新たな地域農業の
担い手確保に努めます。
【認定就農者数：15人 （H27～R元年度：5人増）】
【集落営農法人雇用者数：12人 （H27～R元年度：6人増）】

林道・作業道等は、低コストで効率的な作業システムや高性能林業機械の導入を図る上で重要
な生産基盤であることから、林道・森林作業道の適切な維持管理に努めます。
【林道延長：238,000m （H27～R元年度：3,742m増）】

 農林水産物・加工食品・観光等のそれぞれの分野において、市内外で高い知名度を獲得し、周
南らしい付加価値の高い産品を創出するなど、ブランド力を高める取り組みを推進します。
【しゅうなんブランド認定数：60件　（H27～R元年度）】
　農山漁村の豊かな自然・食を積極的にPRし、観光・教育・健康分野に活用しながら都市と農村
の交流を推進します。

7,368

歳入予算額 536,089 歳出予算額 713,467 担当予算事業数

職員数 27 正職員 22
臨時

嘱託職員
5 人件費 正職員 162,096

臨時
嘱託職員

8,577

（農政畜産担当）　農業振興に必要な施策を推進することで、地域農業を担う多様な担い手を育成・確保します。

（６次産業化・地産地消担当）　「第２次周南市地産地消促進計画」に基づき、6次産業化及び地産地消を推進します。

（農林整備担当）　農村が持つ多面的機能を維持・発揮するため、地域資源の適切な保全管理や農業生産基盤の整備を推進します。

（林政担当）　林業生産基盤の整備と森林の適正な管理により、森林資源の保全と有効活用を図ります。

（有害鳥獣対策室）　捕獲体制の確立及び被害防止対策を的確かつ効率的に実施します。

（地方卸売市場）　地方卸売市場の管理運営及び施設維持管理を行います。



経済産業部　農林課

これまで林内に切り捨てていた間伐材などの資源の有効活用を図るため、搬出間伐を推進しま
す。
【素材生産量：55,000㎥ （H27～R元年度：8,268㎥増）】

　米の生産調整と転作支援の見直しを受けて、農業振興の円滑な実施のため、経営所得安定対
策を活用しながら、主食用米から飼料用米や付加価値の高い酒米への生産転換を促し、小麦・
大豆などの戦略作物や需要の多い葉物野菜・根物野菜などの園芸作物等の作付けを推進し、
担い手を核とした産地作りを積極的に支援します。
【水田活用直接支払交付金対象面積：250ha （H27～R元年度：60ha増）】

　日本型直接支払制度の推進をはじめ、営農活動を通して水源のかん養を図り、景観形成等の
視点を踏まえながら、新たな耕作放棄地の発生を防止するため、多面的機能の維持・発揮を図
り、営農環境の整備と集落環境の保全に努めます。
【中山間地域等直接支払協定面積：475ha （H27～R元年度：12ha増）】
【多面的機能支払協定面積：580ha （H27～R元年度：64ha増）】

　森林のもつ水源のかん養、国土の保全等の多面的機能の増進を図るため、適切な森林施業を
促進します。
【間伐面積：900ha （H27～R元年度：363ha増）】

　地域住民と“共に”各地域の実状に合った被害防止策を進めることで、住民意識の醸成及びよ
り効果的な被害防止を推進していきます。

11
7　産業・観光
１　農業の振興
（7）有害鳥獣被害防止対策の推進

12
7　産業・観光
１　農業の振興
（2）農用地等の集積・集約化

9

　農地中間管理機構を活用し、農用地等を貸したいという農家から、有効利用や農業経営の効
率化を進める担い手への利用集積・集約化に努めます。
【利用権設定面積：550ｈa （H27～R元年度：38ha増）】

目標 推進施策 実現したい成果　（最終目標）

4
7　産業・観光
4　地域ブランドの推進
（1）地域ブランドの活用

　バイオテクノロジーによるわさびの優良苗の安定供給及び生産能力の増強を図ることでわさび
産地化をとブランド確立を目指します。

　生産者自身や地域産業と連携した新たな商品開発や販路開拓のほか、農家レストランや農家
民宿の経営など、第1次産業から６次産業化に向けた取り組みに対して支援します。
【総合化事業計画の認定件数：5件 （H27～R元年度：3件増）】

　区画整理や水路・農道などの農業生産基盤や、集落道路などの生活環境基盤の整備を一体
的に行い、効率的かつ安定的な農業経営の確立に努めます。また、老朽化したため池等の農業
用施設の改修により、その機能を回復するとともに災害の発生を未然に防ぎます。
【ほ場整備面積：817ha （H27～R元年度：13ha増）】

7　産業・観光
１　農業の振興
（5）多面的機能の維持・発揮

10
7　産業・観光
2　林業の振興
（2）森林の適正管理

7
7　産業・観光
2　林業の振興
（3）森林資源の有効活用

8
7　産業・観光
１　農業の振興
（3）多品目生産への誘導

5
7　産業・観光
4　地域ブランドの推進
（3）６次産業化の推進

6
7　産業・観光
１　農業の振興
（6）生産基盤の整備



経済産業部　農林課

目標 推進施策 実現したい成果　（最終目標）

13
7　産業・観光
１　農業の振興
（4）地産地消の推進

14
4　安心安全
1　災害に強いまちづくりの促進
（3）河川等の整備・保全の促進

　浸水など被害を未然に防ぐため、雨水管渠等の整備などと整合を図りながら、計画的で効果的
な河川等の整備と維持管理に努めます。

　道の駅「ソレーネ周南」をはじめ、市内直売所への出荷などによる地産地消を推進するため、
小規模農家も含め、生産・集荷・販売体制の整備に努めます。
【道の駅「ソレーネ周南」出荷者登録数：600人 (H27～R元年度：200人増）】
　生産者の販売ルートと安心・安全な生鮮食料品の安定供給を確保するために、卸売業者、仲
卸業者、買参人等の市場関係者と協力し、地方卸売市場の活性化を図ります。
　建設から25年経過し老朽化した施設の冷蔵庫設備、空調設備を改修し、市場機能の維持を図
ります。【令和2年度までに冷蔵設備と空調設備の改修を終了します。】
　市民に安心で安全な生鮮野菜等を安定的に供給するために、卸売業者、仲卸業者、買参人等
の市場関係者と協力し、地方卸売市場の活性化及び取扱高の向上の一環として、市場開放を
継続して行います。【市場取扱高　令和元年度目標：43億8千万円】


